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米国に居住している方からよく受ける

質問の一つが「私に相続が発生した場合、

日本に住んでいる子供たちは米国の財産

についても相続税を払うことになるので

すか？」です。

日本の居住者が相続により財産を取得

する場合、親の国籍やどの国に居住して

いるかにかかわらず海外にある財産もふ

くめてすべての財産について相続税の納

税義務を負うことになります。

「外国で相続税を払う場合、日本の相続

税がかからないのでは？」と疑問を持つ方

もいらっしゃいますが、その場合でも日

本の相続税の対象となります。そのうえ

で二重課税排除のためにその外国で払っ

た相続税を控除するという仕組みです。

相続税法では納税義務者と納税義務の

範囲を定めており（図）、親子ともに海外

に１０年超居住している場合に限り、海

外財産に対して日本の相続税がかからな

いことになっています。

2000年までは「親が日本居住」で「子

が米国居住」の場合には、親が子に米国

財産を贈与した場合日本の贈与税の対象

外でした。

これが武富士事件（2011年最高裁判

決）をうけて、海外居住を利用した過度

な節税を抑えるために海外居住期間要件

が設けられました。この武富士事件は「日

本居住の親が、香港居住の子にオランダ

法人の株式を無税で贈与した」ことに対

して国税が1,600億円課税し、これが裁

判となって争われた事件です。争点は子

に香港居住の実態があったかどうかでし

た。結果、国が敗訴して還付加算金をふ

くめて2,000億円を還付するという衝撃

的なものでした。

世界には相続税や贈与税の存在しない

国もあります。メキシコがそうです。先

日もメキシコ居住の親子から贈与税の相

談がありました。メキシコ人の父親から

日本人である配偶者との間に生まれた子

に対し１億円を贈与し、子はその１億円で

日本不動産を購入したいとのことでした。

父親は過去に旅行レベルで日本に滞在し

たことがある程度だったのですが、子は

７年前に日本に居住し、健康保険も加入

していたそうです。この場合は「親子とも

に10年超の海外居住」という要件を満た

さないのでメキシコでの１億円贈与は日

本の贈与税の対象となってしまうのです。

このことを伝えたら「あと３年間我慢しま

す」とのことでしたが、円安の続く日本は

世界からしたら魅力的な投資対象となっ

ているのかもしれません。　

※ 1　在留資格で滞在しており、相続・贈与前 15 年
以内に日本国内に住所のある期間の合計が 10
年以下の者

※ 2　出国前 15 年以内に日本国内に住所のある期間
の合計が 10 年以下の者

図　相続税及び贈与税の納税義務の範囲 (2018 年 4月 1日改正 )

日本とアメリカに財産がある方の相続
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カリフォルニア州オレン
ジ郡在住。気がつけばアメ
リカに暮らしてもう43年。
1976年に渡米し、アラバマ
を皮切りに全米各地を仕
事で回る。ラスベガスで結
婚、一女の母に。カリフォ
ルニアで美術を学び、あさ
ひ学園教師やビジュアルア
ーツ教師を経て、1999年か
ら不動産業に転身。山口県
萩市出身。早稲田大学卒。
ご意見・ご感想は、mail@
chizukohiguchi.comまで。





福田恵子
日本とはあらゆる面で異な
るアメリカの学校の実態
を、ロサンゼルス郊外、ビー
チシティーの公立校（通称
Ｋ－12）に、11年生の娘ニナ
を通わせる筆者が、保護者
の視点からリポートする。

アメリカの学校アメリカの学校
としてもっと知りたい！としてもっと知りたい！親とととと親










